＜別紙２＞
超過勤務の縮減に関する指針の見直し（他律的業務に係る上限の目安時間の設定）について（案）
人事院職員福祉局職員福祉課
　「超過勤務の縮減に関する指針」(平成11年職員局長通知）においては、「１年につき360時間」を超過勤務の上限の目安として定めているが、他律的な業務の比重が高く、この目安によることが困難である特段の事情のある部署については、当面これによらないことができることとしている。
　しかしながら、他律的な業務の比重が高い部署についても、その職員の心身の健康の維持等のために、当面、「１年につき720時間」を超過勤務の上限の目安として定めることとする（平成20年内を目途に指針を改正）。
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